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社 会 保 険 加 入 促 進 計 画 

 

 

１ ．基本的な方針 

 

  社会保険未加入対策は行政・元請企業・下請企業が一体と なっ て取り 組む必要 

がある。 

  当協会は、企業と し ての社会的責務を果たすべく 、協会が取り 組むべき対策及

び会員企業が自ら 取り 組むべき対策を取り 決めて、その推進を図る。 

 社会保険等は、法令に基づき加入義務が課せら れており 、未加入企業や未加入者 

が利するよ う な環境になら ないよ う にすべきは当然である。従っ て、社会保険等

の未加入対策の実施にあたっ ては、一定の時期、段階において、法令遵守の実効

性の上がる措置の一斉適用が必要である。 

  ま た、技能労働者の処遇改善によ り 人材確保を 図る と いう 本来の目的に照ら

し 、前記措置の一斉適用の時期に合わせ、社会保険等の費用が末端の作業員ま で

行き渡る仕組みの構築を検討し ていかなければなら ない。 

  今後、会員企業に対し て、下請企業を含めた社会保険等の加入の実態調査を実

施し 、調査結果に基づき本計画を見直し を行う こ と と する。 

 

２ ．取り 組み方針 

 

（１ ）計画期間 

   期間は国と 同様に、平成２ ４ 年度を初年度と する５ 年間と する。 

  ２ 年目以降は、実施状況のフ ォ ローア ッ プを行い、その結果に基づき必要な対

策等を実施する。必要に応じ て計画の見直し を行う 。 

 

（２ ）計画の公表 

   計画を策定後、協議会（国土交通省）及び協会Ｈ Ｐ で公表する。 

 

（３ ）取り 組みの内容 

 

① 国土交通省の「社会保険未加入対策推進協議会」への参画 

      国土交通省（建設業担当部局）、厚生労働省（社会保険担当部局）、学識  

      経験者、建設業者団体等で構成する 「社会保険未加入対策推進協議会」に 

      参画し 、効果的な取り 組みや周知啓発の方法、さ ら に実効性の上がる対策に 

      ついて積極的に意見具申する。 

        ま た、地方協議会にも 積極的に参画する。 
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② 保険加入の状況 

        会員企業及び協力会社（下請企業）の社会保険の加入現況調査を１ ０ 月以 

   降に実施し 、１ ２ 月に取り 纏めを行い、報告する。 

 

   ③ 会員企業への周知 

     ・ 社会保険未加入対策に関し て業界を上げて推進し ているこ と 等について、 

      協会Ｈ Ｐ や機関誌「道路建設」等を通じ て周知、ま た、企業と し て取り 組む 

   べき対策についての周知徹底を図る。 

        さ ら に、協力会社にも 会員企業を通じ て周知徹底を図る。 

     ・ 会員企業の工事現場において、ポスタ ー等の配布によ る事業者・技能労働

者への社会保険加入の働きかけの実施。 

     ・ 会員企業における下請企業への指導、周知状況の把握。 

 

   ④ 法定福利費の確保 

     ・ 民間発注団体に対し て、ダン ピン グの防止、法定福利費確保の働きかけを 

行う 。 

     ・ 会員企業に対し 、下請会社から の見積書における法定福利費内訳明示の 

ための標準見積書を活用し て､法定福利費を適正に確保するよ う 徹底する。 

     ・ 法定福利費に併せて、建退共制度について、建退共本部が展開する加入促 

      進活動への積極的な支援を行う 。 

  

   ⑤ 就労履歴管理対応 

   ・ 就労者情報の集約管理によ る省力化、効率化を図る観点から や事業所での

保険加入の確認を行う ために、就労履歴管理システム等の構築に向けた検討

に参画し て、実用化に向けた検討を始める。 

 

   ⑥ 適正工期の確保 

    ・ 適正な工期の設定は、労働環境の悪化を防ぎ、結果と し て安定的な雇用環

境が確保さ れるこ と になる。こ のため、労働環境の現状把握、国に対する

４ 週８ 休の建設業法令遵守ガイ ド ラ イ ン への明記要請活動、パン フ レ ッ ト

等によ る民間発注者への働きかけを行う 。 

 

３ ．会員企業が自ら 行う べき対策 

 

 (1)  社会保険加入状況の確認及び指導 

  ・ 下請企業に対し て、現場等に於いて社会保険等の加入の周知・啓発を図る。 

  ・ 下請企業と の契約時における社会保険等の加入状況の確認の実施、未加入 

      企業に対し て加入を指導する。（２ 次下請以降は１ 次下請経由で指導） 
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 (2)  法定福利費等の確保 

  ・ 発注者と の見積、契約に当たり 、発注者の理解を得ながら 、適正な法定福

利費の計上に努める。 

  ・ 下請企業に対し て、下請契約の見積時から 法定福利費を適正に考慮するよ

う 指導する。 

  ・ 法定福利費に併せて、建退共制度加入の指導及び必要な経費の同様の取扱 

      と なるよ う に取り 組む。 

 

 (3)  社会保険未加入企業及び未加入の作業員の排除 

  ・ 社会保険等の加入促進が一定程度進捗し た段階以降、保険未加入企業と の 

      契約の制限や、未加入の作業員の現場から の排除等に取り 組む。 

 

以上 

 

 

    平成２ ４ 年９ 月７ 日 

 

                     一般社団法人日本道路建設業協会 


